
証券コード 6639
平成24年６月11日

株 主 各 位
大阪市西淀川区姫里３丁目９番31号

代表取締役社長 漆 﨑 榮二郎

第37回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月26日（火曜日）午後５時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成24年６月27日（水曜日） 午前10時
2. 場 所 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号

株式会社ダイフク本社 ２号館３階会議室
[末尾記載の「会場ご案内図」をご参照ください。］

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第37期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

2. 第37期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。
◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をすべき事

情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトにおいて、修正後の事
項を掲載させていただきます。(アドレス http://www.contec.co.jp/)
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添付書類

事 業 報 告
(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

１．企業集団の現況に関する事項
（１）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州債務危機、円高の長期化により輸

出環境が悪化するなど厳しい状況が続いてまいりましたが、米国経済の復調や円

高の流れが一服したこともあり、年度末にかけて緩やかな回復が見られました。

当社グループにおきましては、東日本大震災やタイの洪水被害に伴うサプライ

チェーン停滞の影響を受けましたが、企業の設備投資増加に支えられ、売上高は

16,475百万円（前年同期比5.2％増）となりました。

また、利益面におきましては、第１四半期を底に改善傾向が続いているもの

の、事業拡大のための営業活動費、研究開発費が増加したことにより、営業利益

は182百万円（前年同期比71.1％減）、経常利益は182百万円（前年同期比68.8％

減）、当期純利益は68百万円（前年同期比83.9％減）となりました。

事業のセグメント別業績は次のとおりであります。

① 電子機器事業

当事業では、デバイス＆コンポーネント製品の販売は堅調に推移いたしまし

たが、ソリューション＆サービス製品、システム製品の販売が低迷したことに

より、売上高は8,520百万円（前年同期比1.9％増）、セグメント損失（営業損

失）は46百万円となりました。

製品別の状況は以下のとおりであります。

ア．デバイス＆コンポーネント製品

（ア）拡張ボード系機器

当会計年度前半は、大震災により自動車業界の生産活動が縮小した影響を

受けましたが、年度後半からは生産設備や検査装置向けの販売が堅調に推移

し、売上高は3,062百万円となりました。
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（イ）産業用パソコン系機器

大震災やタイの洪水被害による部品調達難の影響がありましたが、非製造

業への拡販を図ったことと、期の後半は企業の設備投資増加に支えられたこ

とで、売上高は3,163百万円となりました。

（ウ）ネットワーク系機器

公共施設や店舗設備向け無線LAN製品の販売が好調に推移したため、売上

高は865百万円となりました。

イ．ソリューション＆サービス製品

再生可能エネルギーの買取価格の決定が延びたことから、年間を通して太

陽光発電データ計測システムの販売が低調に推移し、売上高は948百万円と

なりました。

ウ．システム製品

経済成長が著しい中国市場の開拓を進める一方、国内の自動車関連向けシ

ステムの販売は回復に至っておらず、売上高は480百万円に留まりました。

② ＥＭＳ（Electronic Manufacturing Service）事業

当事業では、第３四半期会計期間に株式会社ダイフク向けの物流システム用

制御装置の販売が減少いたしましたが、総じて堅調に推移いたしました。

この結果、売上高は7,955百万円（前年同期比8.9％増）、セグメント利益

（営業利益）は217百万円となりました。

（２）設備投資等の状況
当連結会計年度中の設備投資の総額は325百万円で、その主なものは、空調設

備の更新及び情報システムに対する投資であります。なお、これらの所要資金

は、自己資金で賄っております。
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（３）対処すべき課題
① 事業体制の変革により成長分野を深耕

業界深耕と新市場開拓を図るために、効率的な事業運営が必要となります。

そのため、平成24年４月より電子機器事業の体制を見直し、従来のデバイス＆

コンポーネント事業部とソリューション＆サービス事業部を統合し、デバイス

＆ソリューション事業部に改編いたしました。これにより、ソリューションビ

ジネスの拡大を目指してまいります。

② 海外市場の売上拡大

電子機器市場は、国内に比べて海外の市場規模がはるかに大きく、今後の成

長を図るためには、海外ビジネスの拡大が不可欠であります。このため、日本

国内の営業・技術部門と海外現地法人が一体となった運営を行うことで、お客

様への対応力を強化し、海外市場での売上拡大を目指してまいります。

③ グローバル市場で競争力のある価格・納期の実現

海外市場の売上拡大に必要な価格競争力をつけるため、更にグローバル調達

を推進するとともに、お客様のご要望に応える納期を実現する体制を整えてま

いります。また、日本で行う多品種少量生産においても、グローバル市場に適

した価格を目指して、生産体制の改革を実行してまいります。

④ 商品開発・エンジニアリング体制の強化

従来、品質・信頼性の高い商品を開発してまいりましたが、より市場ニーズ

に応じた商品の開発を推進してまいります。また、海外市場の売上拡大を目指

すため、海外拠点のエンジニアリング体制の強化を図ってまいります。

⑤ 新規事業の更なる推進

非接触給電機器やマイコンボードの拡販を目的として、平成24年４月に新た

にパワー＆コントロール事業部を設置いたしました。新たな事業の柱として、

売上の拡大を目指してまいります。
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（４）財産及び損益の状況の推移

区 分
平成21年３月期

(第34期)
平成22年３月期

(第35期)
平成23年３月期

(第36期)

平成24年３月期
(第37期)

(当連結会計年度)

売 上 高 16,196百万円 11,071百万円 15,665百万円 16,475百万円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

△547百万円 △372百万円 584百万円 182百万円

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△）

△1,127百万円 △177百万円 428百万円 68百万円

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△）

△341円68銭 △53円77銭 129円74銭 20円84銭

総 資 産 12,498百万円 12,132百万円 13,473百万円 14,370百万円

純 資 産 5,255百万円 4,982百万円 5,271百万円 5,211百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,592円69銭 1,504円06銭 1,592円47銭 1,574円87銭

(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失は期中平均株式数により、また、１株当たり純資産額は
期末発行済株式総数から自己株式数を控除した株式数により算出しております。

（５）重要な親会社及び子会社の状況（平成24年３月31日現在）

① 親会社との関係

当社の親会社は株式会社ダイフクであり、同社は当社の株式2,168,900株

（議決権比率65.73％）を保有しております。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社コンテック・イーエムエス 250百万円 100.00％ ＥＭＳ事業

北 京 康 泰 克 電 子 技 術 有 限 公 司 11百万中国元 100.00％ 電子機器事業

台 灣 康 泰 克 股 份 有 限 公 司 150百万台湾ドル 100.00％ 電子機器事業

康 泰 克 科 技 股 份 有 限 公 司 65百万台湾ドル 86.90％ 電子機器事業

康泰克（上海）信息科技有限公司 ９百万中国元 86.90％ 電子機器事業

(注) 上記の重要な子会社５社を含む連結子会社の数は６社であります。
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（６）主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

事 業 主 要 製 品

電子機器事業 デバイス＆コンポーネント製品 【拡張ボード系機器】
・パソコン計測制御用コンポーネント
・省配線リモートI/O機器
・サポートソフトウエア

【産業用パソコン系機器】
・ボックス型コンピューター
・パネルコンピューター
・フラットパネルディスプレイ
・マイコンボード
・その他産業用パソコン及び関連機器

【ネットワーク系機器】
・無線LAN機器
・LAN対応画像配信機器

【非接触給電】
・HPS電源盤
・PUPピックアップ
・PSB受電ユニット

ソリューション＆サービス製品 【環境・省エネ】
・太陽光発電の計測・監視

【デジタルサイネージ】
・ソフトウェアの提供、コンテンツ配信

【医療・セキュリティ】
・ベッドサイドモニター

【総合エネルギー】
・スマートグリッド

【電力遠隔監視・制御】
・ビル監視

【サービス】
・ネットワーク、ソフトウェアサービス
・リニューアル、修理・保守サービス

システム製品 【生産ライン】
・生産管理、生産指示

【セキュリティ、トレーサビリティ】
・入退室管理、車両入退出管理

【流通、物流】
・商品管理、入出庫管理

Ｅ Ｍ Ｓ 事 業 ・制御盤、制御モジュール
・ワイヤハーネス
・電子機器の組み立て
・基板実装
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（７）企業集団の主要拠点等（平成24年３月31日現在）

＜当 社＞

名 称 所 在 地

本 社 大阪府大阪市西淀川区

東 京 支 社 東京都江東区

＜子会社＞

名 称 所 在 地

株式会社コンテック・イーエムエス 愛知県小牧市

北 京 康 泰 克 電 子 技 術 有 限 公 司 中国 北京市

台 灣 康 泰 克 股 份 有 限 公 司 台湾 新北市

康 泰 克 科 技 股 份 有 限 公 司 台湾 新北市

康 泰 克 （上 海） 信 息 科 技 有 限 公 司 中国 上海市

（８）従業員の状況（平成24年３月31日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

495名 54名増

(注) １．上記従業員数には、当社グループからグループ外部への出向者を含んでおりません。
２．上記従業員数には、使用人兼務取締役、契約社員及び臨時従業員を含んでおりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

　276名 38名増 40.9歳 16.5年

(注) １. 上記従業員数には、当社から他社への出向者を含んでおりません。
２. 上記従業員数には、使用人兼務取締役、契約社員及び臨時従業員数を含んでおりません。
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（９）主要な借入先の状況（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 ダ イ フ ク 2,000百万円

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 1,400百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 850百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 550百万円

２．会社の株式に関する事項(平成24年３月31日現在)

（１）発行可能株式総数 10,800,000株

（２）発行済株式の総数 3,300,000株（自己株式93株を含む）

（３）株主数 1,295名

（４）上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ダ イ フ ク 2,168,900株 65.73％

コンテック従業員持株会 280,336株 8.50％

日 本 電 計 株 式 会 社 22,000株 0.67％

株式会社みずほコーポレート銀行 20,000株 0.61％

吉 永 良 18,900株 0.57％

関 戸 一 栄 16,400株 0.50％

関 戸 康 友 15,000株 0.45％

糀 英 夫 14,600株 0.44％

金 谷 英 治 14,500株 0.44％

金 丸 節 夫 14,100株 0.43％

(注) 持株比率は自己株式（93株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する状況

（１）取締役及び監査役の状況(平成24年３月31日現在)

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 漆 﨑 榮二郎 経営全般

取 締 役
副社長執行役員

早 坂 愼 司 事業統轄

取 締 役
専務執行役員

早 野 史 朗 海外統轄

取 締 役
常務執行役員

藤 井 貢 管理・内部統制統轄

取 締 役
常務執行役員

関 隆 志 技術統轄

取 締 役
常務執行役員

中 尾 宏
副事業統轄
デバイス＆コンポーネント事業部長

監 査 役 佐 藤 吉 信
常勤
株式会社コンテック・イーエムエス監査役

監 査 役 尾 﨑 行 雄

監 査 役 石 﨑 泰 二

監 査 役 髙 島 志 郎

弁護士法人 淀屋橋・山上合同 弁護士
株式会社光陽社 監査役
太洋株式会社 監査役
株式会社トーア紡コーポレーション 監査役
日本包装運輸株式会社 監査役

（注）１．監査役 佐藤吉信、尾﨑行雄、石﨑泰二、髙島志郎の４氏は社外監査役であります。
２．監査役 佐藤吉信氏は、当社の親会社である株式会社ダイフク及びその子会社において、長

年にわたる財務・経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

３．監査役 石﨑泰二、髙島志郎の両氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届出ており
ます。

４．金丸節夫、中井近、村松修吉の３氏は、平成23年６月23日開催の第36回定時株主総会の終
結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたしました。

５．平成24年４月１日付の機構改革により、次のとおり取締役の地位及び担当職務を変更いた
しました。

取締役 専務執行役員 藤 井 貢 管理統轄
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（２）取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 払 人 員 当 年 度 の 支 払 額

取 締 役 ９名 159百万円

監 査 役 ４名
28百万円

(内、社外監査役 ４名、28百万円)

計 13名 188百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．株主総会の決議による全取締役の報酬等の限度額は、年額280百万円以内であります。

（平成18年６月28日開催の第31回定時株主総会決議）
３．株主総会の決議による全監査役の報酬等の限度額は、年額72百万円以内であります。

（平成18年６月28日開催の第31回定時株主総会決議）
４．上記の取締役支給人員には、平成23年６月23日開催の第36回定時株主総会の終結の時をも

って退任した取締役３名を含んでおります。

（３）社外役員に関する事項
① 社外監査役の重要な兼職先と当社との関係

氏 名 兼 職 先 兼職内容 関 係 内 容

佐藤 吉信
株式会社コンテック・イーエ
ムエス

監査役
当社と兼職先の株式会社コンテッ
ク・イーエムエスの間には製品の
製造委託の関係があります。

尾﨑 行雄 該当事項はありません。 － －

石﨑 泰二 該当事項はありません。 － －

髙島 志郎

弁護士法人 淀屋橋・山上合同 弁護士

当社と兼職先の弁護士法人 淀屋
橋・山上合同、株式会社光陽社、
太洋株式会社、株式会社トーア紡
コーポレーション及び日本包装運
輸株式会社との間に重要な取引そ
の他の関係はありません。

株式会社光陽社

監査役

太洋株式会社

株式会社トーア紡コーポレー
ション

日本包装運輸株式会社
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② 社外監査役の主な活動状況

氏 名 主 な 活 動 状 況

佐 藤 吉 信
当期開催の取締役会19回全て及び監査役会８回全てに出席し、長年にわたる
財務・経理部門の経験から議案審議等に必要な発言や、監査結果についての
意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

尾 﨑 行 雄
当期開催の取締役会19回全て及び監査役会８回全てに出席し、長年にわたる
管理・総務部門の経験から議案審議等に必要な発言や、監査結果についての
意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

石 﨑 泰 二
当期開催の取締役会19回のうち16回及び監査役会８回全てに出席し、企業経
営の経験や他業界に関する知見から、議案審議等に必要な発言や、監査結果
についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

髙 島 志 郎
当期開催の取締役会19回のうち16回及び監査役会８回のうち７回に出席し、
主に弁護士としての専門的見地から、議案審議等に必要な発言や、監査結果
についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

③ 社外監査役との責任限定契約の内容の概要

氏 名 契 約 の 内 容

佐 藤 吉 信 該当事項はありません。

尾 﨑 行 雄
同氏と当社の間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が定める最低責任限度額であり
ます。

石 﨑 泰 二
同氏と当社の間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が定める最低責任限度額であり
ます。

髙 島 志 郎
同氏と当社の間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結して
おり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が定める最低責任限度額であり
ます。
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５．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

あらた監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 40百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうち海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法
人（外国におけるこれらの資格を有するものを含む）の監査（会社法又は金融商品取引法
若しくはこれらの法律に相当する外国の法令の規定によるものに限る）を受けております。

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、又は監査役会の請求に基づいて、

会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることを平成20年４月

15日の取締役会で決議しております。

監査役会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、解任の旨及びその理由を報告いたします。
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、業務の適正を確保するための体制について取締役会において決議し、以

下のとおりの整備状況であります。

（１）内部統制システムに関する基本的な考え方
確固たる内部統制システムの運営が、コーポレート・ガバナンスの実効性を高

め、ひいては企業の信頼性と業務の効率・有効性を高めることを認識し、法令遵

守、リスク管理、資産保全及び財務報告の信頼性確保を図ってまいります。

（２）内部統制システムの整備状況
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び使用人が職務を執行するにあたり、遵守すべき基本事項

として「コンテックグループ企業行動規範」を定め、取締役自ら率先垂範し、

周知徹底を図っております。また、コンプライアンス委員会、輸出管理委員

会、情報セキュリティ委員会、開示委員会、安全衛生委員会、リスク管理委員

会を設置することによって、内部統制体制の有効性を確保いたします。さら

に、内部通報制度を設け、内部及び外部（顧問弁護士事務所）を窓口として、

法令・諸規程等に違反する行為を早期に把握するとともに、当該体制の充実を

図っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令及び社内規程「文書保存基準」に基づき、取締役の職務の執行

に係る文書等の情報を、保存媒体に応じて適切・確実に、かつ検索・閲覧可能

な状態で定められた期間、保存及び管理いたします。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社の業務執行に係るリスク及び会社損失の最小化を図ることを目

的として「リスク管理規程」を定めております。本規程に基づき、内部統制統

括責任者がリスク管理を一元的に行い、当社の取締役及び使用人は業務の遂行

にあたって、法令、定款及び会社の定める諸規程等リスク管理に関するルール

を遵守いたします。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、取締役会において会社業務の執行方針を決定し、法令に定める事

項、その他重要事項について決議・承認を行い、また、取締役の業務の執行状

況を監督いたします。さらに、経営に関する重要事項の立案調査、検討、決定

及び実施結果の把握等を行うことを目的として、取締役等を構成員とする経営

会議を設置し、業務執行上の重要事項の審議並びに報告を行います。また、IT

を活用したシステムにより、迅速なデータ化を進め、取締役会及び経営会議に

おいてその結果をレビューするとともに、効率化等を阻害する要因を排除し、

目標達成の精度を高め、業務の効率化を実現いたします。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、取締役及び使用人が職務を執行するにあたり、遵守すべき基本事項

として「コンテックグループ企業行動規範」を定め、取締役自ら率先垂範し、

周知徹底を図ります。また、業務の適正な遂行を図ることを目的として、業務

執行部門から独立した内部監査室を設置し、職務執行に係る監査を実施いたし

ます。

⑥ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、当社グループにおける業務の円滑化を図り、グループ各社を育成・

強化するとともに、相互の利益と発展をもたらすことを目的として「関係会社

管理規程」を定め、本規程に基づき、グループ各社の業務管理を行います。ま

た、当社グループでは、グループ全体で整合した年度計画・予算を策定すると

ともに、毎月開催の取締役会において、担当役員が業務執行状況及び予算管理

状況を報告することにより、業務の適正性を確保いたします。さらに、在外子

会社に関しては、年２回の海外現地法人会議を開催し、当社の経営方針・経営

計画等を共有することにより、事業目的の遂行とグループ全体の企業価値を高

めてまいります。
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⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

当社は、監査役の職務を補助する専任の使用人はおりませんが、監査役より

求めがある場合は、監査役会との協議の上、適宜対応いたします。また、当該

使用人の独立性については、監査役会の意見を尊重して確保いたします。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見した時は、直ち

に監査役にこれを報告します。また、毎月の取締役会及び経営に関する重要な

討議を行う経営会議を通じて、監査役へ必要な報告を行うとともに、適宜取締

役及び重要な使用人から監査役へ必要な報告を行うほか、監査役がヒアリング

を行う機会を設けます。さらに、代表取締役社長は監査役と定期的に、会社が

対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について

意見を交換いたします。

⑨ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、上記の内部統制システムの構築及び運用において、当社グループ全

体の財務報告の信頼性の確保のため、財務諸表作成のプロセスについて文書化

し、評価・改善を行う取組みを進めることにより、内部統制体制の更なる充実

を図ってまいります。
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７．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

方針については、特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 10,899,937 流 動 負 債 7,764,827

現 金 及 び 預 金 3,112,084 支払手形及び買掛金 3,079,115

受取手形及び売掛金 4,112,304 短 期 借 入 金 1,250,000

商 品 及 び 製 品 1,606,483 関係会社短期借入金 2,000,000

仕 掛 品 765,312 1年内返済予定の長期借入金 800,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,167,711 リ ー ス 債 務 19,513

繰 延 税 金 資 産 38,091 未 払 法 人 税 等 34,444

そ の 他 98,133 そ の 他 581,754

貸 倒 引 当 金 △184 固 定 負 債 1,393,297

固 定 資 産 3,470,140 長 期 借 入 金 800,000

有 形 固 定 資 産 2,602,922 リ ー ス 債 務 67,928

建 物 及 び 構 築 物 1,016,134 繰 延 税 金 負 債 3,067

機械装置及び運搬具 24,052 退 職 給 付 引 当 金 489,027

工具、器具及び備品 66,355 そ の 他 33,275

土 地 1,389,919 負 債 合 計 9,158,125

リ ー ス 資 産 87,441 (純資産の部)

建 設 仮 勘 定 19,019 株 主 資 本 5,416,480

無 形 固 定 資 産 293,832 資 本 金 1,119,600

ソ フ ト ウ エ ア 175,558 資 本 剰 余 金 669,600

そ の 他 118,273 利 益 剰 余 金 3,627,350

投資その他の資産 573,385 自 己 株 式 △69

投 資 有 価 証 券 215,535 その他の包括利益累計額 △219,540

繰 延 税 金 資 産 127 その他有価証券評価差額金 △24,961

そ の 他 357,722 為 替 換 算 調 整 勘 定 △194,578

少数株主持分 15,011

純 資 産 合 計 5,211,952

資 産 合 計 14,370,077 負 債 純 資 産 合 計 14,370,077
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連結損益計算書
(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,475,324

売 上 原 価 12,832,046

売 上 総 利 益 3,643,278

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,460,354

営 業 利 益 182,923

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,034

受 取 配 当 金 11,360

受 取 賃 貸 料 33,010

為 替 差 益 7,138

そ の 他 12,708 65,252

営 業 外 費 用

支 払 利 息 60,501

そ の 他 5,448 65,949

経 常 利 益 182,226

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 17,975 17,975

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 164,250

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 89,334

法 人 税 等 調 整 額 8,198 97,532

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 66,718

少 数 株 主 損 失 △2,061

当 期 純 利 益 68,779
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連結株主資本等変動計算書
(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成23年４月１日残高 1,119,600 669,600 3,657,569 ― 5,446,769

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △98,999 △98,999

当 期 純 利 益 68,779 68,779

自己株式の取得 △69 △69

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △30,219 △69 △30,288

平成24年３月31日残高 1,119,600 669,600 3,627,350 △69 5,416,480

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主
持 分

純資産合計そ の 他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

平成23年４月１日残高 △28,378 △163,223 △191,602 16,748 5,271,915

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △98,999

当 期 純 利 益 68,779

自己株式の取得 △69

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 (純額)

3,417 △31,354 △27,937 △1,736 △29,674

連結会計年度中の変動額合計 3,417 △31,354 △27,937 △1,736 △59,963

平成24年３月31日残高 △24,961 △194,578 △219,540 15,011 5,211,952
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称

株式会社コンテック・イーエムエス

Contec Microelectronics U.S.A. Inc.

北京康泰克電子技術有限公司

台灣康泰克股份有限公司

康泰克科技股份有限公司

康泰克（上海）信息科技有限公司

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、株式会社コンテック・イーエムエスの決算日は３月31日で連

結決算日と一致しております。

その他の連結子会社の決算日はいずれも12月31日であります。連結計算書類を作

成するにあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行うこととしております。

４．会計処理基準に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの ………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法
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②デリバティブ ……………………… 時価法

③棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

製品・原材料 ……………………… 移動平均法

仕掛品 ……………………… 個別法

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用し、在外連結子会社は主と

して定額法を採用しております。但し、当社及び国内連結子会社が平成10年４

月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法によってお

ります。なお、当社及び国内連結子会社は、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。在外連結子会社に

ついては、主として特定の債権について、その回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。
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②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による按分額を処理することとしております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から処理することとしております。

(４)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結子会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

②重要なヘッジ会計の方法

ア．ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについ

ては特例処理の要件を充たしている場合は特例処理を採用しております。

イ．ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象
先物為替予約 外貨建債権債務及び

外貨建予定取引

金利スワップ 借入金利息

ウ．ヘッジ方針

主として当社及び国内連結子会社の内部規定に基づき、為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジしております。
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エ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎連結会計年度末に個別取引毎のヘ

ッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産又は負債とデリバティ

ブ取引について、元本・利率・期間等の条件が同一の場合は、ヘッジ効果

が極めて高いことから本検証を省略しております。

オ．その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

ヘッジ手段の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた社

内ルールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

③完成工事高及び完成工事原価の計上基準

受注製作の製品に係る収益は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる場合については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の場合については工事完成基準を適用しております。

④消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。

（追加情報）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４

日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ………… 1,031,918千円

２．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期

手形が、期末残高に含まれております。

受取手形 ………… 48,415千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項
（単位：株）

株式の種類
当連結会計年度期首

株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度末

株 式 数

普通株式 3,300,000 ― ― 3,300,000

２．自己株式に関する事項
（単位：株）

株式の種類
当連結会計年度期首

株 式 数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度末

株 式 数

普通株式 ― 93 ― 93

(変動事由の概要)

単元未満株式の買取りによる増加 93株

３．配当に関する事項

(１)配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の

総額(千円)

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

平成23年６月23日

定時株主総会
普通株式 49,500 15.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日

平成23年11月９日

取締役会
普通株式 49,499 15.00 平成23年９月30日 平成23年12月５日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

平成24年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する

事項を次のとおり提案しております。

① 配当金の総額 49,498千円
② １株当たり配当額 15.00円

③ 基準日 平成24年３月31日

④ 効力発生日 平成24年６月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に産業用コンピューター及びその関連機器の製造販売事業を行

うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。また、一時的な余資は安全性の高い短期的な金融資産で運用しております。

受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社グループの

与信管理規程に従い、当該リスクの低減を図っております。

デリバティブは、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスク、借入金に係る

支払金利の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照ください。）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

（１） 現金及び預金 3,112,084 3,112,084 ―

（２） 受取手形及び売掛金 4,112,304 4,112,304 ―

（３） 投資有価証券
その他有価証券 45,100 45,100 ―

資産計 7,269,489 7,269,489 ―

（４） 支払手形及び買掛金 3,079,115 3,079,115 ―

（５） 短期借入金 1,250,000 1,250,000 ―

（６） 関係会社短期借入金 2,000,000 2,000,000 ―

（７） 1年内返済予定の長期借入金 800,000 800,000 ―

（８） 長期借入金 800,000 787,590 △12,409

負債計 7,929,115 7,916,706 △12,409

（９） デリバティブ取引 ― ― ―
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事

項

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（４）支払手形及び買掛金、（５）短期借入金、（６）関係会社短期借入金、（７）1

年内返済予定の長期借入金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

（８）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想

定される利子率で割り引いて算定しております。なお、変動金利による長期借

入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記 （９）デリバティブ

取引 ②ヘッジ会計が適用されているもの 参照）、当該金利スワップと一体と

して処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理

的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（９）デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。

②ヘッジ会計が適用されているもの

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金

と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含

めて記載しております（上記（８）長期借入金 参照）。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 170,435
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「（３）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 …………………… 1,574円87銭

１株当たり当期純利益 ………………… 20円84銭

　※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 …………………………… 68,779千円

普通株主に帰属しない金額 ………… ―千円

普通株式に係る当期純利益 ………… 68,779千円

普通株式の期中平均株式数 ………… 3,299,962株

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（その他の注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(平成24年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 7,498,088 流 動 負 債 4,949,144

現 金 及 び 預 金 2,178,946 支 払 手 形 48,998

受 取 手 形 300,972 買 掛 金 499,026

売 掛 金 2,790,042 短 期 借 入 金 1,250,000

商 品 及 び 製 品 1,165,722 関係会社短期借入金 2,000,000

仕 掛 品 55,027 1年内返済予定の長期借入金 800,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 34,921 未 払 金 80,661

前 払 費 用 25,898 未 払 費 用 139,361

関係会社短期貸付金 900,000 未 払 法 人 税 等 22,871

未 収 入 金 41,661 未 払 消 費 税 等 68,553

そ の 他 4,893 前 受 金 17,790

固 定 資 産 3,829,790 預 り 金 10,781

有 形 固 定 資 産 1,422,972 そ の 他 11,101

建 物 502,011 固 定 負 債 1,325,369

構 築 物 8,280 長 期 借 入 金 800,000

機械装置及び運搬具 169 繰 延 税 金 負 債 3,067

工具、器具及び備品 41,575 退 職 給 付 引 当 金 489,027

土 地 851,915 長 期 未 払 金 33,275

建 設 仮 勘 定 19,019 負 債 合 計 6,274,513

無 形 固 定 資 産 274,449 (純資産の部)

特 許 権 4,818 株 主 資 本 5,078,325

意 匠 権 128 資 本 金 1,119,600

ソ フ ト ウ エ ア 156,176 資本剰 余 金 669,600

そ の 他 113,326 資 本 準 備 金 669,600

投資その他の資産 2,132,368 利益剰 余 金 3,289,195

投 資 有 価 証 券 215,535 利 益 準 備 金 112,500

関 係 会 社 株 式 998,507 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,176,695

出 資 金 600 繰 越 利 益 剰 余 金 3,176,695

関 係 会 社 出 資 金 218,413 自 己 株 式 △69

関係会社長期貸付金 350,000 評価・換算差額等 △24,961

前 払 年 金 費 用 306,542 その他有価証券評価差額金 △24,961

そ の 他 42,769 純 資 産 合 計 5,053,364

資 産 合 計 11,327,878 負 債 純 資 産 合 計 11,327,878
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損 益 計 算 書
(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,499,831

売 上 原 価 5,285,540

売 上 総 利 益 3,214,290

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,216,551

営 業 損 失 △2,260

営 業 外 収 益

受 取 利 息 27,715

受 取 配 当 金 11,360

経 営 指 導 料 4,740

受 取 賃 貸 料 25,637

そ の 他 3,199 72,651

営 業 外 費 用

支 払 利 息 60,394

為 替 差 損 2,491

そ の 他 2,739 65,625

経 常 利 益 4,765

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,311 3,311

税 引 前 当 期 純 利 益 1,454

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,600

法 人 税 等 調 整 額 592 12,192

当 期 純 損 失 △10,737
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株主資本等変動計算書
(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計繰越利益

剰 余 金

平成23年４月１日残高 1,119,600 669,600 669,600 112,500 3,286,431 3,398,931

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △98,999 △98,999

当 期 純 損 失 △10,737 △10,737

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △109,736 △109,736

平成24年３月31日残高 1,119,600 669,600 669,600 112,500 3,176,695 3,289,195

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成23年４月１日残高 ― 5,188,131 △28,378 △28,378 5,159,753

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △98,999 △98,999

当 期 純 損 失 △10,737 △10,737

自己株式の取得 △69 △69 △69

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額)

3,417 3,417 3,417

事業年度中の変動額合計 △69 △109,805 3,417 3,417 △106,388

平成24年３月31日残高 △69 5,078,325 △24,961 △24,961 5,053,364
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　(１)有価証券

　 ①子会社株式・出資金及び関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法

　 ②その他有価証券

　 時価のあるもの …………… 決算日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定)

　 時価のないもの …………… 移動平均法による原価法

　(２)デリバティブ ……………… 時価法

　(３)棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　 製品・原材料 ……………… 移動平均法

　 仕掛品 ……………………… 個別法

２．固定資産の減価償却の方法

　(１) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用年数及び

残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　(２) 無形固定資産（リース資産を除く）

　 自社利用のソフトウエア

　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

　 上記以外のもの

　 定額法
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　(３) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

　(１)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

　(２)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による按分額を処理

することとしております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から処理することとしております。

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

受注製作の製品に係る収益は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる場合については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の場合については工事完成基準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　(１)ヘッジ会計の方法

　 ①ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては

特例処理の要件を充たしている場合は特例処理を採用しております。
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　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりで

あります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象
金利スワップ 借入金利息

　 ③ヘッジ方針

主として当社の内部規定に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッ

ジしております。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対象について、毎事業年度末に、個別取引毎のヘッジ効

果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産又は負債とデリバティブ取引につ

いて、元本・利率・期間等の条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いこ

とから本検証を省略しております。

　 ⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

ヘッジ手段の執行・管理については、取引権限及び取引限度等を定めた社内ル

ールに従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

　(２)消費税等の会計処理

　 税抜方式によっております。

（追加情報）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及

び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 ………… 603,471千円

２．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

(１)短期金銭債権 292,037千円

(２)短期金銭債務 392,940千円

３．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が、期末残高に含まれております。

受取手形 ………… 48,415千円

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との取引高

　(１)営業取引による取引高

　 売上高 979,651千円

　 仕入高 3,915,031千円

　 販売費及び一般管理費 402,455千円

(２)営業取引以外の取引による取引高 52,687千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

（単位：株）

株式の種類
当事業年度期首
株 式 数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数

普通株式 ― 93 ― 93

(変動事由の概要)

単元未満株式の買取りによる増加 93株
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（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）

　（１）流動資産

未払賞与 18,422千円

研究開発費否認 12,393千円

棚卸資産評価損 7,401千円

未払事業税 2,602千円

その他 5,201千円

小計 46,020千円

評価性引当額 △46,020千円

計 ― 千円

　（２）固定資産

繰越欠損金 427,047千円

関係会社株式評価損 201,499千円

退職給付引当金 65,694千円

役員退職慰労未払金 12,644千円

投資有価証券評価損 8,922千円

その他 15,384千円

小計 731,193千円

評価性引当額 △731,193千円

計 ― 千円

繰延税金資産合計 ― 千円

　（繰延税金負債）

　（１）固定負債

その他有価証券評価差額金 2,488千円

その他 579千円

繰延税金負債合計 3,067千円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引

貸借対照表に計上した固定資産のほか、工具、器具及び備品の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

　(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

該当事項はありません。

　(２)未経過リース料期末残高相当額

該当事項はありません。

　(３)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2,838千円

減価償却費相当額 2,838千円

　(４)減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　(５)減損損失について

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

属 性
会社等の
名称

議決権等の所有
[被所有]割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

親会社 ㈱ダイフク
[被所有]
直接 65.73％

当社製品の
販売
資金の借入

当社製品の
販売

369,858千円 売掛金 153,452千円

資金の借入
資金の返済

2,000,000千円
1,000,000千円

関係会社
短期借入金

2,000,000千円

利息の支払 20,493千円 未払費用 2,169千円

(注) 1. 上記取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高については消費税等を含めてお
ります。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
①当社製品の販売については、市場価格を勘案し一般取引条件と同様に決定しております。
なお、一般取引条件と異なるものについては、個別に見積書を提出し価格交渉の上で決
定しております。

②資金の借入の利率は、市場金利を参考に決定しております。

２．子会社等

属 性
会社等の
名称

議決権等の所有
[被所有]割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
㈱コンテック・
イーエムエス

[所有]
直接 100.00％

原材料等の
購入
役員の兼任
資金の貸付

原材料等の
購入

3,888,319千円 買掛金 383,484千円

経営指導料
の受取

4,740千円 未収入金 ― 千円

資金の貸付
資金の回収

1,400,000千円
1,500,000千円

関係会社
短期貸付金

900,000千円

関係会社
長期貸付金

350,000千円

利息の受取 27,347千円 未収入金 544千円

(注) 1. 上記取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高については消費税等を含めてお
ります。

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
①原材料の購入については、提示された見積価格を基に、価格交渉の上で決定しておりま
す。

②資金の貸付の利率は、市場金利を参考に決定しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 …………………… 1,531円37銭

１株当たり当期純損失 ………………… △3円25銭

　※１株当たり当期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純損失 …………………………… △10,737千円

普通株主に帰属しない金額 ………… ―千円

普通株式に係る当期純損失 ………… △10,737千円

普通株式の期中平均株式数 ………… 3,299,962株

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

（その他の注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

　

独立監査人の監査報告書
平成24年５月22日

株式会社コンテック
取 締 役 会 御中

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 北川 哲雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大野 功 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社コンテックの平
成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、株式会社コンテック及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

　

独立監査人の監査報告書
平成24年５月22日

株式会社コンテック
取 締 役 会 御中

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 北川 哲雄 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大野 功 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コンテッ
クの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第37期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第37期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
各監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に準拠し、監査の方針、監査

計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人、親会社の監査役等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について

検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って
整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人あらた監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成24年５月29日

株式会社コンテック 監査役会

常勤監査役 佐藤 吉信 ㊞

監査役 尾﨑 行雄 ㊞

監査役 石﨑 泰二 ㊞

監査役 髙島 志郎 ㊞

（注） 監査役４名全員が会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への利益還元の充実を経営の重要課題と位置づけ、今後

の業績見通しを勘案し、長期的展望に立って将来の事業展開に見合った配当政

策を行いたいと考えております。

　第37期の期末配当につきまして、株主の皆様のご支援にお応えする見地から、

次のとおりといたしたいと存じます。

　 (１)配当財産の種類

金銭

　 (２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき 金15円

支払配当総額 49,498,605円

　 (３)剰余金の配当が効力を生じる日

平成24年６月28日（木曜日）
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第２号議案 取締役７名選任の件

取締役全員（６名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、当社経営陣の強化を図るため、１名増員し、取締役７名の選任をお願

いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

１
漆
うるしざき

﨑　榮二郎
えいじろう

(昭和22年３月20日生)

昭和47年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)入社

12,600株

平成８年４月 同社SK事業部長

平成10年６月 同社取締役就任

AS/RS事業部長
平成11年４月 同社FA&DA事業部生産本部長
平成13年６月 同社常務取締役就任

平成16年４月 同社代表取締役専務就任

平成17年４月 当社取締役副社長就任

株式会社ダイフク取締役

平成18年４月 当社代表取締役社長就任(現)

株式会社コンテック・イーエムエス

取締役会長就任
平成22年４月 当社営業統轄

国内事業統轄

２
早
は や さ か

坂　愼
し ん じ

司

(昭和22年４月13日生)

昭和45年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)入社

2,200株

平成13年７月 同社理事

FA&DA事業部リージョナル営業本部

副本部長
平成14年７月 同社取締役待遇理事

平成15年４月 同社FA&DA事業部営業本部 副本部長
平成15年６月 同社取締役就任

平成16年４月 同社FA&DA事業部営業本部長

平成18年４月 同社常務取締役就任

FA&DA事業部長
平成22年４月 同社取締役顧問

平成22年６月 当社取締役副社長

営業統轄

国内事業統轄
平成23年４月 当社事業統轄(現)

平成23年６月 当社取締役副社長執行役員(現)
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

３
早
は や の

野　史
し ろ う

朗

(昭和23年６月30日生)

昭和42年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)入社

9,600株

昭和61年４月 当社出向

平成９年６月 当社取締役就任

プロダクト第２事業部長
平成13年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部長
平成15年６月 当社常務取締役就任

平成17年４月 当社技術・営業部門管掌

平成18年４月 当社専務取締役就任
平成19年４月 当社技術・海外部門管掌

平成21年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

統轄

ソリューション＆サービス事業統轄
海外統轄

平成22年４月 当社海外事業統轄

平成23年４月 当社海外統轄(現)

平成23年６月 当社取締役専務執行役員(現)

４
藤
ふ じ い

井　 貢
みつぎ

(昭和23年12月19日生)

昭和42年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)入社

7,200株

平成５年４月 大福工営株式会社

(現 株式会社ダイフク)出向
平成12年６月 同社取締役就任

平成15年７月 株式会社ダイフクDTS事業部

管理統括部長
平成16年７月 同社取締役待遇理事

平成19年４月 同社管理統轄付

平成19年６月 当社常勤監査役就任

平成21年６月 当社取締役就任

管理統轄

平成22年４月 当社常務取締役就任
平成23年４月 当社管理・内部統制統轄
平成23年６月

平成24年４月

当社取締役常務執行役員

当社取締役専務執行役員(現)

管理統轄(現)

― 47 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2012年05月28日 16時15分 $FOLDER; 47ページ （Tess 1.40 20110927_01）



候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

５
関
せき

　 隆
た か し

志

(昭和31年８月28日生)

昭和56年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)

入社・当社出向

9,100株

平成16年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部 海外技術担当
平成17年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部長
平成18年６月 当社取締役就任

平成21年４月 当社技術統轄(現)

平成23年４月 当社常務取締役就任

平成23年６月 当社取締役常務執行役員(現)

６
中
な か お

尾　 宏
ひろし

(昭和35年４月１日生)

昭和60年４月

平成３年４月

株式会社ダイフク入社

当社出向

1,100株

平成19年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部 技術本部長
平成20年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部 副事業部長
平成21年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部長
平成21年７月 当社取締役待遇理事

平成22年６月 当社取締役就任

平成23年４月 当社常務取締役就任
副事業統轄(現)

平成23年６月

平成24年４月

当社取締役常務執行役員(現)

当社デバイス＆ソリューション事業

部長(現)

７

　※

島
し ま か わ か つ ひ で

川 勝 英

(昭和33年10月25日生)

昭和56年４月 大福機工株式会社

(現 株式会社ダイフク)入社

900株

昭和58年４月 当社出向
平成21年４月 当社デバイス＆コンポーネント事業

部 技術本部長
平成22年４月 株式会社コンテック・イーエムエス

出向

同社生産技術・管理統括
平成22年６月 同社取締役就任
平成23年４月 同社代表取締役社長就任(現)
平成23年６月 当社執行役員就任(現)

(注) １．※印は新任候補者であります。
２．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．候補者 漆﨑榮二郎氏は、平成10年６月から同18年６月まで当社の親会社である株式会社ダ

イフクの取締役でありました。
４．候補者 早坂愼司氏は、平成15年６月から同22年６月まで当社の親会社である株式会社ダイ

フクの取締役でありました。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役尾﨑行雄氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監

査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

　 ※

藤　島
ふじ しま

　 博
ひろし

(昭和24年３月10日生)

昭和49年４月 大福機工株式会社

（現 株式会社ダイフク）入社

－株

平成13年４月 同社FA＆DA事業部統括管理部長

平成15年４月 同社DFA生産本部企画管理部長
平成16年４月 同社FA＆DA事業部管理部長

平成16年７月 同社理事就任

平成19年７月 同社取締役待遇理事就任

平成20年４月 同社管理統括付

平成20年６月 同社監査役就任（現)

(注) １．※印は新任候補者であります。
２．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
３．候補者 藤島博氏は、平成20年６月から当社の親会社である株式会社ダイフクの監査役であ

りますが、平成24年６月の同社定時株主総会終結の時をもって退任する予定であります。
４．藤島博氏は、社外監査役の候補者であります。
５．藤島博氏は、株式会社ダイフクで長年にわたる管理部門における業務執行、４年間の監査

役経験など、その実績や識見を有することから、当社の監査体制の強化・充実に十分な役
割を果たすことができるものと考えております。

６．会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を、藤島博氏と当社の間で締結する予定で
あります。当該契約に基づく賠償の限度額は法令が定める最低責任限度額であります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 大阪市西淀川区御幣島３丁目２番11号

株式会社ダイフク本社 ２号館３階会議室

電話 06-6472-1261

交通機関 ＪＲ新大阪駅から尼崎駅乗換え、ＪＲ東西線「御幣島駅」

３番出口より徒歩７分

〔お願い〕

ご来場の際は公共の交通機関をご利用ください。
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